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第56回議員の学校 できる！始めよう！「気候変動政策」 
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  日   時  2025年５月７日（水）～８日（木） 

  場   所  東京都立図書館セミナールーム 

 

【１日目】   

 第 1 講 地域の脱炭素転換と地域発展 

 講師 ： 歌川 学 氏 
国立研究開発法人産業技術総合研究所 エネルギー・環境領域主任研究員 

 

化石燃料の使用増加により、地球温暖化や自然災害が増えています。2050 年までにＣＯ２

排出量をゼロにすることが決定されました。講演では、気温上昇を抑えることで被害が軽減

されると話され、様々なデータが紹介されました。ノルウェーは再生可能エネルギー100％、

日本は 21 位です。化石燃料の価格高騰に伴い再生エネルギーへの転換が推奨されています。 

日本には、年間 1,500ＫＬ以上のエネルギーを消費するデータセンターが 451 か所ありま

す。昭島市の大規模データセンターは、市全体の 5.5倍のＣＯ２排出量と電力消費をもたらし

ます。この新設計画には環境への影響とＣＯ２排出量の増加に対する反対意見があります。原

子力併用のため、この問題には今後常滑市も対応が必要です。 

 日本のエネルギーと電力消費量、ＣＯ２排出量は原発（2010年）以降に省エネ進展はして

きましたが、2020年度だけは新型コロナの影響で前年度比５％減となり、現在もなお一向に

進まず、2010年には1990年ころに戻り、失われた20年と言われています。またロスの多い火

力発電のため、エネルギーの３分の２は無駄遣いとなっています。 

今後は化石燃料を減らし再生可能エネルギーに移行することが重要です。電気機器の更新

は引っ越しや新築時に行いましょう。地域で再生可能エネルギーを増やすには、自分たちで

発電所を作るか、再エネの割合が高い電力会社を選ぶ方法があります。 

北海道では断熱が行き届いているため死亡率が低く、健康に寄与しています。新築や改装

時には断熱を重視しましょう。省エネが進まない家庭やオフィスでは余分な経費がかかるの

で、光熱費も考慮して家を建てるべきです。上記を加味し下記の地域政策がなされるといい



のではと言うお話でした。 

【主な地域政策】 

１．専門家による窓口を設置 

２．電気小売店、自動車小売店などで省エネ機器を紹介する 

３．省エネ・再エネの施設を作り見学をしてもらう 

４．頭金ゼロで省エネ機器、再エネ設備を購入する仕組みを作る 

５．地域電力で、地域の再エネを地域で販売 

６．再エネ乱開発防止のため、ゾーン制を      

  

実践報告 

① 所沢市地域新電力事業について～ところざわ未来電力～  
発表者：所沢市マチごとエコタウン推進課とゼロカーボンシティ推進室 

 
地球温暖化が進むにつれて、異常気象が人体に影響を与えていることが明らかになってき

ています。そこで、地球温暖化のメカニズムと CO2 との関係について調査しました。その結

果、発電時に発生した CO2は、地球温暖化に関連していることが分かりました。 

日本では電力の約７５％が火力発電に依存していますが、所沢市は再生可能エネルギーへの

シフトを決定しました。ゼロカーボンシティ実現に向けた目標を設定し、大規模太陽光発電

や水上設置太陽光発電などを推進。また、地域新電力会社を設立し、市民向けのスマート化

推進補助金事業も行いました。 

2026年 11月、新電力設立に向けて研究会を始め、2018年 10月にところざわ未来電力が電

力供給を開始しました。環境に配慮した電力供給や再エネ普及を目的としており、CO2削減効

果で目標を達成、55％を再生エネに由来するものとしました。また、地域社会に貢献し、「エ

ネルギー財団会長賞」を受賞しました。 

これらの活動は所沢市の職員が一丸となって努力していることに敬意を表します。常滑で

もこのような試みが行われることを期待しています。 

 

 

② 市民電力が拓く再エネで暮らす未来  

実践報告こだいらソーラーの取組 
 NPO法人 こだいらソーラー 都甲公子氏 

 
1998年にモニター事業に参加し、自宅にソーラーパネルを設置しました。2001年には太陽

光発電所ネットワークを設立し、その後も太陽光の買い取り価格の変動に対応しながら活動



を続けています。現在は市民共同発電所全国フォーラムの復活を行い、活動を継続していま

す。 

市民が再生可能エネルギーに関与する意義には、原子力発電の代替としての推進がありま

す。こだいらソーラーは、原子力発電事故を契機に設立されました。市民発電には、設置場

所選定、団体との連携、資金調達などが必要ですが、過程は容易ではありませんでした。固

定価格買取制度の見直しや GX推進戦略、出力抑制などが逆風となりました。 

市民が再生可能エネルギーに取り組む理由は３つです。地域分散型の自然エネルギーの活用、

地球温暖化防止への個人の貢献、災害時のレジリエンス強化です。 

再生可能エネルギーの未来を実現するためには、市民電力と新電力の連携が重要です。ソ

ーラーライフの推進で電気代を削減し、自宅の屋根に太陽光発電システムを設置して生成さ

れた電力を家庭で使用します。また、新電力へ切り替えて再生可能エネルギーを利用します。

地域内で発電し消費することで産業と雇用が生まれ、経済が循環します。地球温暖化対策と

して自然エネルギーへの転換が必要です。 

 

 第２講 子どもの権利が活かされる教育を、自治体で支えるためには 
講師：新井 文昭 氏（東京都立大学客員教授・多摩住民自治研究所理事長） 

 

子どもの権利が活かされる教育を自治体で支えるための６つの要点 

１. 子どもの権利をめぐる政策の推移 

・国際的には「子どもの権利条約」が基盤となり、子どもを保護の対象から権利主

体として扱う流れが強まっている。 

・日本でも法制度や指針が整備されつつあるが、自治体レベルでは取り組みの差  

が大きい。 

・教育現場で権利保障を実現するには、国の制度だけでなく自治体の積極的な政 

策形成が不可欠。 

２. 子ども・青年の意識、および不登校の拡大 

・子どもたちは「意見を聞いてほしい」「安心して過ごしたい」というニーズを強 

く持っている。 

・不登校は増加し続けており、背景には学校文化・人間関係・評価制度など構造的 

な問題がある。 

・子どもの声を丁寧に把握し、学校外の学びも含めた多様な選択肢の保障が求めら

れる。 

３. 子どもの声がないがしろにされている事例 

・校則の決定過程、いじめ対応、進路指導などで、子どもの意見が十分に反映され 

ないケースが多い。 

・「大人の都合」「慣例」が優先され、子どもの権利が形式的に扱われることがあ 

る。 



・自治体は、学校に対して説明責任と手続きの透明性を求める立場にある。 

４. 子どもの権利条例づくり 

・条例は自治体が子どもの権利を守る「地域の憲法」として機能する。 

・子ども自身が策定過程に参加することで、条例が実効性と正当性を持つ。 

・条例は作って終わりではなく、相談窓口・第三者機関・教育委員会の運用改善

などとセットで機能させる必要がある。 

５. 学校運営協議会（コミュニティ・スクール）の可能性と課題 

・地域住民が学校運営に関わることで、学校が「閉じた組織」から「地域と協働す 

る場」へ変わる可能性がある。 

・しかし現状では、大人中心の議論になりがちで、子どもの参画が制度的に弱い。 

・子どもの意見を反映する仕組み（子ども委員、意見聴取、アンケート等）を組み 

込むことが課題。 

６. 子どもの声が届く学校づくり 

・子どもが安心して意見を言える環境づくりが最重要。 

・学校内の意思決定に子どもが参加できる仕組み（生徒会の権限強化、対話の場、 

校則見直しプロセスなど）が必要。 

・自治体は、学校任せにせず、制度・予算・研修を通じて「子どもの声を聴く文 

化」を支える役割を担う。 

 

【常滑市に反映できること】 

子どもの声が届く学校づくりとして、子どもが安心して意見を言える環境づくり

が最重要であるため、学校内の意思決定に子どもが参加できる仕組み（生徒会の権限

強化、対話の場、校則見直しプロセスなど）を行ってほしいものです。 

 

第３講 自治体の気候変動政策と市民の取り組み 
講師 国際環境ＮＧＯ ＦｏＥ Ｊａｐａｎスタッフ 吉田明子氏 

 

気候危機が深刻化するなか、世界は脱炭素へと大きく舵を切っている。2015 年の

ＣＯＰ21でパリ協定が採択され、2016年に発効して以降、先進国・途上国を問わず、

1.5℃目標の達成に向けた排出削減が国際的な共通課題となった。背景には、気候変

動が単なる環境問題ではなく、南北格差・貧富の格差・世代間格差を拡大させる   

「Ｃｌｉｍａｔｅ Ｊｕｓｔｉｃｅ（気候正義）」の問題であるという認識が広がって

いる。世界のＣＯ２排出の約半分を上位 10％の富裕層が占めるという構造は、その象

徴である。 

日本でも気候危機への危機感は高まり、若者を中心に政策転換を求める声が強ま

っている。しかし、日本の気候・エネルギー政策は依然として化石燃料依存が高く、

再生可能エネルギーの導入スピードも十分とは言えない。エネルギー基本計画や第

７次エネルギー基本計画には、脱炭素の実効性や地域分散型エネルギーの位置づけ

など、多くの課題が残されている。 

こうした状況の中で、自治体の役割はますます重要になっている。自治体は、地球

温暖化対策計画の策定、省エネ支援、公共施設の再エネ化、公共交通の充実、歩行者・

自転車にやさしいまちづくりなど、地域の実情に応じた政策を主体的に進めることが

できる。また、中小企業の再エネ導入支援や、地域経済循環を生み出す仕組みづくり



も自治体の重要なミッションである。中小企業の再エネ導入はまだ途上だが、再エネ

電力購入やパワーシフト（再エネを供給する電力会社への切り替え）は、企業の脱炭

素化と地域経済の強化を同時に実現する手段となる。酒造業などの先行事例は、再エ

ネ導入がＳＤＧｓにも合致し、企業価値向上にもつながることを示している。 

市民の行動もまた、社会を変える力を持つ。家庭の省エネや再エネ選択、市民電力

への参加、地域での対話や政策提案など、市民が主体となる取り組みが広がれば、社

会全体の「お金の流れ」や意思決定の構造そのものを変えることができる。これは、

ＦｏＥ Ｊａｐａｎが提唱する「システム・チェンジ」の核心であり、自然が守られ、

公共交通が充実し、地域分散型エネルギーが主役となり、フェアで顔の見える経済が

循環し、誰もが安心して暮らせる社会を実現する道でもある。 

気候危機の時代において、自治体と市民がともに行動することが、脱炭素社会への

転換を加速させる鍵となる。 

 

【感想】 

昨年５月にこの講演を聴きました。地球温暖化に関連するＣＯ２削減には企業の利益

が絡むとの異論も増えています。米国では、温暖化は歴史的現象でＣＯ２が主因では

ないとして脱退する動きもあります。得た知識を精査し、今後の学びと活動につなげ

たいと思います。 

【常滑市に反映できること】 

地球温暖化についてはさまざまな意見がありますが、自然を壊して人間が生活を続け

ることは、結果的に地球を滅ぼす原因となります。ＣＯ２削減だけでなく、地球全体

を視野に入れたシステムや活動を今後あらゆる場面で考慮する必要があるでしょう。 

 

 

経費 

  交通費  名古屋鉄道（大野町⇔名古屋）         1,380円 

新幹線特急券（名古屋⇔東京）      9,440円 

ＪＲ乗車券（名古屋⇔西国分寺）       13,200円 

  参加費  研究会参加費                25,000円 

合 計                                     49,020円 

 


